
４．災害対策機械の被災地派遣について 

国土交通省関東地方整備局 稲垣 孝 

 

１．はじめに 

 平成 23年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋

沖地震の対応で，関東地方整備局は被災地整であ

りながらも津波被災地へ排水ポンプ車を始めとす

る災害対策用機械の派遣を行い，現地で活動を行

った。 

 本報告は，現地における TEC-FORCE の活動状況

及び派遣にあたっての課題や今後の取り組みにつ

いて報告する。 

 

２．派遣状況について 

 今回の震災における災害対策用機械の派遣は，

発災翌日の平成 23 年 3 月 12 日から平成 23 年 5

月 28 日までの 78 日間で延べ人員で職員 305 人，

作業員 787 人の計 1,092 人となった。 

2.1 東北地方への派遣 

 東北地整管内への派遣は，排水ポンプ車 8台，

散水車 9台，待機支援車 1台，作業車 3台，パト

ロールカー1台の計 25台を派遣した。 

2.2 関東地整管内への派遣 

 関東地整管内への派遣は，照明車 7台，対策本

部車 2台，待機支援車 3台，排水ポンプ車 1台，

橋梁点検車1台の計14台を直轄での使用及び自治

体への派遣を行った。 

 

 

写真－１ 排水作業状況（宮城県名取市） 

 

 

 

写真－２ 排水作業状況（宮城県仙台市若林区） 

 

３．震災当初の対応と現地の概要 

 震災当日の 3月 11 日，本省より被災地への災害

対策機械の派遣が指示され，給水のための散水車，

待機支援車，パトロールカー，津波による浸水除

去のために排水ポンプ車の派遣を実施した。 

 被災地の状況は悲惨なものであり，水，食料，

宿泊先が確保できず，すべてこちらで準備して向

かった。 

 最も問題があったのが燃料の確保であり，東北

では燃料が調達できない状況であり，関東におい

ても燃料の調達が出来ない状態が続いた。 

 

４．震災から解った課題 

(1) 燃料備蓄基地の必要性 

 近畿や中部からの支援として，燃料を 20t ロ

ーリー車で輸送するとの申し出があったが，受

け取る施設の安全性等の確認ができず，燃料を

確保することが大きな課題となった。 

 ガソリンスタンドを借りる案も浮上したが，

一般の方々との棲み分けが出来ずスタンド自

体の協力が得られない事とスタンドのタンク

では，ローリー車 1台分程度の受け入れしか出

来ない状況であった。 

 特に被災地の東北ではガソリンスタンド自



体も被災しており，受け取る事が出来ない状況

であった。 

 関東地整では，備蓄基地を探していたところ

に，群馬県にある「山田重機リース㈱」から，

自社の 230kL のタンクを提供するとの申し出を

頂き，関東地整備蓄基地として活用させて貰え

ることができた。 

 これで西日本からの燃料の受け入れも可能

となり，政府調達の燃料を確保することができ

た。 

(2) 災害対策機械への燃料供給 

 次に，各災害対策機械への分配をどうするか

が課題となった。 

 各車両に燃料を供給するために，4kL ローリ

ー車から直接給油できる車両の確保に苦慮し

たが，建設会社等の協力により数台確保できた

ので燃料分配車として活用した。 

 東北地整への燃料供給として，関東地整備蓄

基地から 140kL の軽油を 4kL ローリー車にて各

地に分配した。 

写真－３ 分配状況（４ｔローリー車にて） 

 

(3) ガソリン車からディーゼル車への移行 

 今回の災害対応で燃料の重要性を身に染み

て感じた。 

 ガソリンは輸送が困難であること，輸送量が

では 200リットル以下と少量であり保管量も少

なく取り扱いがとても難しいこと。 

 それに対して軽油は，ドラム缶で輸送可能で

ありトラックに 5本分約 1,000 リットル輸送で

き取り扱いもガソリンに比べ簡単であった。 

 現地での燃料調達が不可能であったので，こ

ちらからドラム缶持参で行くことで被災地の

東北地整の面倒を無くした。 

 関東地整で保有しているほとんどのパトロ

ールカーがガソリン車でディーゼル車は 8 台と

少なかったため、支援できる車両も限られてし

まった。 

 これは，排ガス規制の影響でディーゼル車自

体が少なくなってきているものである。 

 関東地整保有の 1台を東北地整に支援として

派遣した。 

 

５．現地での対応と本部の役割 

(1) 職員の役割 

 浸水地域の排水作業は，行方不明者の捜索に

必要不可欠な作業であり一刻一秒を争う業務

である。 

 派遣した職員としては，自らも作業員として

手伝いたいとの思いはあるが，本当に必要な業

務は現地状況の把握，排水が可能かどうかの位

置の確認，排水計画の見通しである。 

 また，現地には各地整からの応援も来ており

排水計画を含め，現地での役割分担を考えなけ

ればならない。 

 関東地整では，現地応援班 5名の内，班長と

して本局課長補佐，専門官クラスを派遣し，現

地リエゾン（自治体との情報連絡員）との対応，

本部への報告，各地整との連絡調整を行わせ

た。 

(2) 本部の役割 

 現地においては，派遣員が作業だけに集中で

きるように水，食事，宿泊先の確保などロジス

ティックス（戦略的物流）はすべて本部で実施

した。 

 また，余震による津波の危険性もあるので，

安否確保，連絡先の準備，パソコン，防臭マス

ク，ゴーグルなどの手配も行った。 

 特に宿泊先の確保が難しく，当初は待機支援

車での寝泊まりだったが長期化している状況

では，車両の中での宿泊では疲れが取れないた

め，宿泊先の確保が重要である。 

(3) 被災地本部と現地との情報が錯綜 

 被災地本部の混乱は十分理解をしているが，

浸水現場と本部との情報に大きな差異が見ら

れ，また各地整の車両をバラバラに配置するな

ど非効率な運営を行っている。 

 

      図－１ 今回の派遣体制 

 

現場職員

作業員作業員 作業員

連絡調整連絡調整

現場監督

関東地整
対策本部

東北地整



６．今回の教訓を踏まえた今後の対応 

 関東地整では，首都圏直下型地震を想定して以

下の対応について検討する。 

(1) 燃料の確保 

 首都圏直下型地震の想定範囲を外れた地域に備

蓄基地を確保する。 

 具体的には、群馬県にある民間の施設と災害

協定を結び，政府調達の燃料や西日本からの調

達に対応出来る燃料タンクを確保する。 

(2) 災害対策機械の高度化 

 今回の経験を踏まえ、軽油での車両、長期宿

泊が可能となる待機支援車の改良、７人乗りダ

ブルキャブトラックの導入など震災における課

題をクリアする、より使いやすく故障等の起き

にくい災害対策機械を保有する。 

 例えば 

ⅰ）車両燃料とその他機械を稼働させる発動発

電機の燃料を軽油に統一する。 

 排水ポンプ車には，軽量型ポンプを用いるこ

とで現地での重機等が不要となる。 

(3)現地対策本部の設置 

 他地整へ派遣する場合、現地作業を行う要員

の他に対外的な調整やロジスティックス（戦略

的物流）を実施する部隊を現地対策本部に置き、

作業負担の軽減、情報伝達及び連絡調整の効率

化、危機管理等が図られる。 

 また、各地整の代表が一同に介して、現地対 

策本部会議を開催し、各地整の実情（交替要員 

や作業員の確保）派遣先（自治体）リエゾンと 

の連携、災害対策機械のメンテナンスや交換用 

品の発注など、支援活動を効率的に実施するた 

めの組織が必要である。 

 

 

     図－２ 今後の派遣体制（案） 

 

(4) 応援地整からの TEC-FORCE 受け入れ体制 

 の整備 

 今回の震災では東北地整災害対策本部の混

乱ぶりから，命令系統の統一化，情報収集の重

要性，自治体との連携が重要な業務であり，国

土交通省の業務として，①道路啓開，②河川堤

防，津波への対応，③自治体への支援，と業務

が多岐に災害対策本部だけでは対応仕切れな

いので，応援調整の体制を整備する。 

  首都圏直下型地震を想定すると、全国からの

アクセス、地震の影響を受けず、ライフライン

が確保でき、宿泊施設も準備してある東松山の

武蔵丘陵森林公園を拠点にすべての災害対策

機械を集結させ、また、メンテナンスチームも

設置し、応援チームの現地本部を設置する。 

 各現地本部では、地整の代表を決定し情報の 

共有化、一本化を図り関東地整災害対策本部へ 

の支援、判断、対応を各現地本部が判断し実施 

できるような体制を構築しておくべきである。 

  災害対策機械現地本部は独立で動けるように 

しておくことで、東日本大震災の時のような指 

示待ちによる非効率な対応を削減することが

できる。 

(5) 技術事務所の役割 

 関東技術事務所は大規模災害が発生した際

に応急復旧活動に使用する資機材が配備され

ており，大規模災害が発生した際には所管事務

所等と協力し，災害復旧活動を行うとともに，

関東地整の資機材の運用拠点として活動する。 

 また，関東技術事務所は，関東地整（さいた

ま市）の災害対策本部の機能が麻痺してしまう

ような被害を受けた場合には、バックアップ本

部として位置づけられており，非常時には災害

対応の中核施設としての役割を担うことにな

っている。 

 今回の震災では，技術事務所の活躍は大きか

ったが，その分の負担も大きく技術事務所自体

への人的バックアップの無かったことが残念

であった。 

 首都圏直下型地震を想定した場合、技術事務

所の重要性が高まる上、活動範囲も広がるの

で、応援地整からの人的なバックアップ、作業

内容のマニュアル化を早急に検討しておかな

ければならない。 

  現在、技術事務所では、全職員を対象に月毎 

に訓練内容を変更して災害に備えて訓練を実施 

している。 

 ７月下旬にあった７月２９日新潟・福島豪雨 

では、土・日であったにも係わらず北陸地整に 

対して迅速な災害支援が行われた。 

 これも職員の日頃の訓練の成果であると思わ 

れる。 
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７．おわりに 

 今回の震災では、大規模災害発生時における 

教訓を得ると共に、様々な課題が浮き彫りにな 

った。  

 関東地整では、首都直下地震の発生が懸念さ 

れている中で、今回の教訓の反映と課題について

は出来る限り早く解決し、来るべき災害に備え 

ることが重要である。 

 また、現在，地方整備局として何が出来るの 

か，どのように支援していくことが，被災地の皆

様にとって有意義であり、本当に困っておられる

ことを理解することが，今後の復興支援に活かせ

ることだと考えています。 

 国，地方，市町村としての支援のあり方，また

縦割りと言われるが、国土交通省として，厚生労

働省として，経済産業省として，環境省として所

掌の範囲の中で最大限できることは何か，どうす

れば他省庁の出先機関と連携して支援することが

出来るのかを早急に検討すべきであると考える。 

  今、この時にこそできることを実施すること 

が、将来の災害への対応策であると考える。 


